
平成平成平成平成24242424年度年度年度年度　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価____事務事業調書事務事業調書事務事業調書事務事業調書　（　（　（　（評価対象事業評価対象事業評価対象事業評価対象事業））））

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.1
決算額

繰越額

546

1,300

0 0

会計

事業タイプ

経費区分

市として県へ補助金申請を伴う業務も含まれており、民間
へ委託することは不可能である。
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指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

学生滞在型学生滞在型学生滞在型学生滞在型まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり活動支援事業活動支援事業活動支援事業活動支援事業

開始年度 2011 終了年度 2012

目的 鯖江市に滞在し、まちづくりに関する調査・研究、スポーツ・学術研究等の合宿を行う大学生のグループに対し、宿泊費の一
部を助成し、滞在環境を整えることで若い世代の呼び込みを図り、鯖江の地場産業や風土、人情に触れていただくことで、地
域のアピールを図る。また、学生の若い感性による提案や提言を受けることで、まちづくりに生かしていく。
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事業名

部署名 企画財政課

鯖江市に滞在し、まちづくり等の調査、研究を行う大学生のグループに対し、宿泊費の一部を助成する。
【まちづくり提案型】まちづくりの研究を行い、市に対して提案、提言を行う。（1人1泊あたり1,500円助成）
【スポーツ合宿型】スポーツ・勉学等を行い、自己の体位・学力の向上に努める。（1人1泊あたり1,000円助成）

事業コード

2944
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活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

一般会計

補助（県）事業

物件費
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基本施策
体系

重点施策
体系

大学等への周知活動（HP掲載）回数 目標値 1111 1111回

実績値 1111

学生との連携・協働事業参加学生数 人 目標値 450450450450 500500500500

計算
根拠

実績値 498498498498

達成率
（％）

110.7110.7110.7110.7

実数値

ランク ＡＡＡＡ

市民が主役の地方主権のま
ちづくり

効率的な行政運営を推進す
る

行政運営

基本目標 属性 基本施策

民間力の活用

実施施策

6051

「人の増えるまち」づくり 若者連携若者が活躍し、定住しやすい環境の
充実

重点施策 分類（大） 分類（小）

821

H23事業名 学生滞在型まちづくり活動支援事業 2944
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【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

学生と地域住民との交流によるまちづくりは、地域に元気と活性化をもたらすも
のであり、必要不可欠である。
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【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

当該事業は市から学生等への補助、および県へ補助金申請が主たる業務であり、
民間へ委託することは不可能である。

根
拠

根
拠

有
効

性
効

率
・
効

果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。
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【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。

事業名

所管課

根
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ない

不可能

補助要綱に基づくため根
拠

県の補助を活用しており、これ以上の財源確保は不可能である。

根
拠

平成24年度から高校生を対象に拡充した。
根

拠

平成24年度より、制度を一部見直し、高校生と空き家
での滞在を補助対象に加えた。
市内の宿泊施設には制度拡充の内容と啓発用チラシを
配布し、学生の夏季休暇を利用した来鯖に間に合うよ
う、周知を図った。
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【平成25年度　方向性】

平成24年度から対象を高校生と古民家での合宿にも適
用できるよう内容を拡大して実施している。
しかし、県の補助事業が平成24年度で一旦終了予定の
ため、今後の方向性は、原則維持の方向性とするが、
県の支援事業の継続の有無を確認して判断したい。
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【平成24年度　方向性】

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 可能－

－ 未実施 未実施

可能

【H25提案型市民主役オープン事業実施】 可能 〈不可能選択理由〉

H23事業名 学生滞在型まちづくり活動支援事業 2944
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